
令和５年９月定例月議会議案一覧 

 

議案番号 件   名 

報告 ７ 健全化判断比率の報告について 

報告 ８ 放棄した債権の報告について 

報告 ９ 放棄した債権の報告について 

議案６０ 固定資産評価審査委員会の委員の選任について 

議案６１ 教育委員会の委員の任命について 

議案６２ 令和５年度豊明市一般会計補正予算（第５号）について 

議案６３ 豊明市企業版ふるさと納税基金条例の制定について 

議案６４ 
豊明市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利
用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部
改正について 

議案６５ 豊明市立公民館条例の一部改正について 

議案６６ 豊明文化広場条例の一部改正について 

議案６７ 豊明市福祉体育館条例の一部改正について 

議案６８ 豊明市子ども医療費支給条例の一部改正について 

議案６９ 豊明市老人福祉センター条例の一部改正について 

議案７０ 豊明市都市公園条例の一部改正について 

議案７１ 令和５年度豊明市一般会計補正予算（第６号）について 

議案７２ 令和５年度豊明市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）に
ついて 

議案７３ 令和５年度豊明市介護保険特別会計補正予算（第１号）につい
て 

議案７４ 令和５年度豊明市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）
について 

 

















報告第８号 

 
放棄した債権の報告について 

豊明市債権管理条例第１３条第１項の規定に基づき、市の債権を別紙のとお

り放棄したので、同条第２項の規定により議会に報告する。 

 
令和５年８月２９日提出 

 
豊明市長  小 浮 正 典      



私債権等放棄調書 
所管課 学校教育課 

債権の名称 学校給食費 

債権の金額及び件数 １９７，０７８円（２件） 

債権を放棄した理由 消滅時効に係る時効期間が満了し、私債権等放棄審査

会において審査され、放棄妥当と決定したため。 

（豊明市債権管理条例第１３条第１項第１号該当） 

 

債権の名称 学校給食費 

債権の金額及び件数 ５９，８５７円（７件） 

債権を放棄した理由 徴収停止措置後相当期間が経過したが、弁済する見込

みがないと私債権等放棄審査会において審査され、放

棄妥当と決定したため。 
（豊明市債権管理条例第１３条第１項第４号該当） 

 

債権の名称 学校給食費 

債権の金額及び件数 ３７，４９３円（１件） 

債権を放棄した理由 債務者が生活保護法の適用に準ずる状態にあり、弁済

する見込みがないと私債権等放棄審査会において審査

され、放棄妥当と決定したため。 

（豊明市債権管理条例第１３条第１項第５号該当） 

 
 



報告第９号 

 

   放棄した債権の報告について 

 豊明市債権管理条例第１３条第１項の規定に基づき、市の債権を別紙の

とおり放棄したので、同条第２項の規定により議会に報告する。 

 

 令和５年８月２９日提出 

 

     豊明市長  小 浮 正 典      



私債権等放棄調書 

所管課 市民課  

債権の名称 火葬場等使用料 

債権の金額及び件数 ７４，０００円（２件） 

債権を放棄した理由 消滅時効に係る時効期間が満了し、私債権等放

棄審査会において審査され、放棄妥当と決定し

たため。 

（ 豊 明 市 債 権 管 理 条 例 第 １ ３ 条 第 １ 項 第 １ 号

該当） 

 



議案第６０号  

 
固定資産評価審査委員会の委員の選任について  

下記の者は、令和５年１１月１３日任期満了となるので、同人を再任するも

のとする。  

 
令和５年８月２９日提出  

 
豊明市長  小 浮 正 典  

 
記  

住  所   豊明市阿野町  

氏  名   外 山  明  
生年月日    

 
説 明  

この案を提出するのは、地方税法第４２３条第３項の規定に基づき、議会の

同意を得るため必要があるからである。  

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 



議案第６１号 

 

   教育委員会の委員の任命について 

下記の者は、令和５年９月３０日任期満了となるので、同人を再任す

るものとする。 

 

  令和５年８月２９日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 

 

記 

住  所   豊明市栄町 

氏  名   青 木 睦 

生年月日    

 

   説 明 

この案を提出するのは、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第

４条第２項の規定に基づき、議会の同意を得るため必要があるからであ

る。 





















議案第６３号  
 
   豊明市企業版ふるさと納税基金条例の制定について  
 豊明市企業版ふるさと納税基金条例を別添のように定めるものとする。  
 
  令和５年８月２９日提出  
 
                 豊明市長  小 浮 正 典      
 
   説 明  
 この案を提出するのは、地域再生法第５条第４項第２号に基づく企業版ふる

さと納税による寄附を、翌年度以降に繰り越す場合は特定の基金に積み立てる

必要があるからである。  
 
 



 
 

豊明市企業版ふるさと納税基金条例 

 

（設置） 

第１条 地域再生法（平成１７年法律第２４号）第５条第４項第２号の規定に

よるまち・ひと・しごと創生寄附活用事業に要する経費の財源に充てるため、

豊明市企業版ふるさと納税基金（以下「基金」という。）を設置する。 

（積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算（以下「予算」と

いう。）で定める額とする。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方

法により保管しなければならない。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、この基金に編入する

ものとする。 

（繰替運用） 

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期

間及び利率を定めて基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用すること

ができる。 

（処分） 

第６条 基金は、まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に充てる場合に限り、

処分することができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



議案第６４号 

 

豊明市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部改正について 

 豊明市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例を別添のよう

に定めるものとする。 

 

  令和５年８月２９日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

説 明 

 この案を提出するのは、各福祉医療費の支給等に関する事務を行うにあたり、

オンライン資格確認等実施のために関係規定を整理する必要があるからである。 

 



豊明市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

 

豊明市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用に関する条例（平成２７年豊明市条例第２６号）

の一部を次のように改正する。 

別表第１に次のように加える。 

６ 市長 子ども医療費支給に関する事務であって規則で定めるも

の 

７ 市長 心身障害者医療費助成に関する事務であって規則で定め

るもの 

８ 市長 母子・父子家庭医療費支給に関する事務であって規則で

定めるもの 

９ 市長 後期高齢者福祉医療費給付に関する事務であって規則で

定めるもの 

 別表第２に次のように加える。 

６ 市長 子ども医療費支給に関する

事務であって規則で定める

もの 

身体障害者福祉法（昭和２

４年法律第２８３号）によ

る身体障害者手帳、精神保

健及び精神障害者福祉に関

する法律（昭和２５年法律

第１２３号）による精神障

害者保健福祉手帳若しくは

知的障害者福祉法（昭和３

５年法律第３７号）にいう

知的障害者に関する情報

（以下「障害者関係情報」

という。）、生活保護法に

よる保護の実施若しくは就 



  労自立給付金若しくは進学

準備給付金の支給に関する

情報（以下「生活保護関係

情報」という。）、国民健

康保険法（昭和３３年法律

第１９２号）による保険給

付の支給若しくは保険料の

徴収に関する情報（以下「国

民健康保険関係情報」とい

う。）又は生活に困窮する

外国人に対する生活保護法

に準じて行う保護の実施若

しくは就労自立給付金若し

くは進学準備給付金の支給

に関する情報（以下「外国

人生活保護関係情報」とい

う。）であって規則で定め

るもの 

７ 市長 心身障害者医療費助成に関

する事務であって規則で定

めるもの 

障害者関係情報、生活保護

関係情報、国民健康保険関

係情報、高齢者の医療の確

保に関する法律（昭和５７

年法律第８０号）による後

期高齢者医療給付の支給若

しくは保険料の徴収に関す

る情報（以下「高齢者医療

給付等関係情報」という。）、

中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰国し

た中国残留邦人等及び特定 



  配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３

０号）による支援給付又は

配偶者支援金（以下「中国

残留邦人等支援給付等」と

いう。）の支給に関する情

報（以下「中国残留邦人等

支援給付等関係情報」とい

う。）、障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）によ

る自立支援給付の支給に関

する情報又は外国人生活保

護関係情報であって規則で

定めるもの 

８ 市長 母子・父子家庭医療費支給

に関する事務であって規則

で定めるもの 

障害者関係情報、生活保護

関係情報、地方税関係情報、

国民健康保険関係情報、児

童扶養手当法（昭和３６年

法律第２３８号）による児

童扶養手当の支給に関する

情報、高齢者医療給付等関

係情報、中国残留邦人等支

援給付等関係情報又は外国

人生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの 

９ 市長 後期高齢者福祉医療費給付

に関する事務であって規則

で定めるもの 

障害者関係情報、生活保護

関係情報、地方税関係情報、

高齢者医療給付等関係情 



  報、中国残留邦人等支援給

付等関係情報、介護保険法

（平成９年法律第１２３

号）による保険給付の支給、

地域支援事業の実施若しく

は保険料の徴収に関する情

報又は外国人生活保護関係

情報であって規則で定める

もの 

   附 則 

 この条例は、令和６年６月１日から施行する。 



議案第６５号  

 
豊明市立公民館条例の一部改正について  

豊明市立公民館条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。  

 
令和５年８月２９日提出  

 
豊明市長  小 浮 正 典  

 
説 明  

この案を提出するのは、豊明市立南部公民館の会議室Ａを廃止することに伴

い必要があるからである。  



      豊明市立公民館条例の一部を改正する条例 

 

  豊明市立公民館条例（昭和５２年豊明市条例第２９号）の一部を次のように

改正する。 

 別表南部公民館の部会議室Ａの項を削り、会議室Ｂの項中「Ｂ」を削る。  
附 則  

（施行期日）  
第１条 この条例は、令和５年１２月１日から施行する。  

 （準備行為）  
第２条 改正後の条例の規定に基づく公民館の利用の許可その他の準備行為は、

この条例の施行の日前においても行うことができる。  



議案第６６号  

 
豊明文化広場条例の一部改正について  

豊明文化広場条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。  

 
令和５年８月２９日提出  

 
豊明市長  小 浮 正 典      

 
説 明  

この案を提出するのは、豊明文化広場の宿泊利用を廃止し、使用料を時間単

価にするため必要があるからである。  



   豊明文化広場条例の一部を改正する条例 

 

  豊明文化広場条例（昭和５４年豊明市条例第２６号）の一部を次のように改

正する。 

 別表を次のように改める。 

別表（第８条関係） 

  使用料 

（単位 円） 

利用区分  １時間（時間単価）  

勅使会館  和室  
Ａ  ３７０  

Ｂ  １５０  

備考 市外の者が利用する場合の使用料は、２倍とする。  

附  則  
（施行期日）  

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。  
 （準備行為）  

第２条 改正後の条例の規定に基づく勅使会館の利用の許可その他の準備行為

は、この条例の施行の日前においても行うことができる。  



議案第６７号 

 
   豊明市福祉体育館条例の一部改正について 
 豊明市福祉体育館条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとす

る。 

 
  令和５年８月２９日提出 

 
豊明市長  小 浮 正 典      

 
   説 明 
 この案を提出するのは、施設の使用料を時間単価にするため必要があるから

である。 



   豊明市福祉体育館条例の一部を改正する条例 

 

  豊明市福祉体育館条例（昭和５２年豊明市条例第３０号）の一部を次のよう

に改正する。 

 別表を次のように改める。 

別表（第９条関係） 

  アリーナ等使用料 

   ア 専用利用 

（単位 円） 

利用区分 １時間（時間単価）

アリーナ 入場料の類を徴収しな

い場合 

アマチュアスポーツに

利用する場合 

全部 2,250

２分の１ 1,120

４分の１ 560

営利を目的としない場合 9,020

営利を目的とする場合 22,560

入場料の類を徴収する

場合 

アマチュアスポーツに利用する場合 4,510

営利を目的としない場合 18,040

営利を目的とする場合 45,120

柔道場 670

剣道場 700

会議室 660

  イ 個人利用 

（単位 円） 

時間区分

利用区分 

午前 午後 夜間 

9:00～12:00 13:00～17:00 17:30～21:00 

卓球場 中学生以下 80 80 80

その他 160 160 160

トレーニングル

ーム 

1 回 160

1 か月 1,200

備考 

1 冷暖房利用の場合は、アリーナのみ１時間 4,950 円を加算徴収する。 

2 市外の者が利用する場合の使用料は、2 倍（アリーナ冷暖房費を含む。）とする。 

附  則  
 （施行期日）  
第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。  
 （準備行為）  



第２条 改正後の条例の規定に基づく体育館の利用の許可その他の準備行為は、 
この条例の施行の日前においても行うことができる。  



議案第６８号 

 

豊明市子ども医療費支給条例の一部改正について 

 豊明市子ども医療費支給条例の一部を改正する条例を別添のように定めるも

のとする。 

 

  令和５年８月２９日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

説 明 

 この案を提出するのは、子ども医療費の支給対象を拡大するため必要がある

からである。 

 



豊明市子ども医療費支給条例の一部を改正する条例 

 

豊明市子ども医療費支給条例（昭和４８年豊明市条例第１号）の一部を次の

ように改正する。 

第４条第１項中「（高校生等にあっては、入院に係るものに限る。）」を削

る。 

 第５条中「（高校生等の医療費を除く。）」を削る。 

 第７条第４項を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例による改正後の豊明市子ども医療費支給条例の規定は、この

条例の施行の日以後に行われた診療、薬剤の支給又は手当に係る医療費の支

給について適用し、同日前に行われた診療、薬剤の支給又は手当に係る医療

費の支給については、なお従前の例による。 



議案第６９号 

 

   豊明市老人福祉センター条例の一部改正について 

豊明市老人福祉センター条例の一部を改正する条例を別添のように定めるも

のとする。 

 

  令和５年８月２９日提出 

豊明市長  小 浮 正 典      

   説 明 

 この案を提出するのは、豊明市老人福祉センターの利用者、利用時間の延長 

等施設利用のあり方を改めるため必要があるからである。 



豊明市老人福祉センター条例の一部を改正する条例 

 

豊明市老人福祉センター条例（昭和５２年豊明市条例第７号）の一部を次の

ように改正する。 

題名を次のように改める。 

豊明市老人福祉センター及び陶芸会館条例 

第１条中「豊明市老人福祉センター（以下「老人福祉センター」という。）」

を「豊明市老人福祉センター及び陶芸会館（以下「老人福祉センター等」とい

う。）」に改める。 

第２条を次のように改める。 

（設置） 

第２条 高齢者の健康の増進、生きがいづくり及び交流の場並びに世代を超え

たふれあいの場を提供するため、老人福祉センター等を設置する。 

２ 老人福祉センター等の名称及び位置は、別表第１に定めるとおりとする。 

第３条中「老人福祉センター」を「老人福祉センター等」に改める。 

第４条を次のように改める。 

（使用の資格） 

第４条 老人福祉センター等を使用できる者は、次の各号のいずれかに該当す

る者とする。 

（１） 市内に居住する６０歳以上の者 

（２） 前号に掲げる者のほか、市長が認める者 

２ 前項第１号に規定する者は、９時から１７時までの間は老人福祉センター

等を優先して利用することができる。 

第５条及び第６条中「老人福祉センター」を「老人福祉センター等」に改め

る。 

第９条を次のように改める。 

（使用料） 

第９条 利用者は、別表第２に定める額の使用料を別に指定する日までに納付

しなければならない。 

２ 納付された使用料は還付しない。ただし、市長が災害その他特別の理由が



あると認めるときは、その使用料の全部又は一部を還付することができる。 

３ 市長は、災害救助その他特別の理由により利用したときは使用料を減免す

ることができる。 

４ 第１項の規定にかかわらず、高齢者優先利用時間帯（第４条第２項に規定

する時間帯をいう。）における市内在住の６０歳以上の高齢者の団体の貸室

等利用については、無料とする。 

第１３条中「老人福祉センター」を「老人福祉センター等」に改め、同条を

第１４条とし、第１２条を第１３条とし、第１１条の次に次の１条を加える。 

（利用料） 

第１２条 施設の管理を指定管理者が行う場合における利用料は、別表第２に

定める金額を上限とし、指定管理者が市長の承認を得て定める額とする。 

２ 前項の場合において、利用者は、第９条の規定にかかわらず、前項におい

て指定管理者が定める利用料を納付しなければならない。 

３ 指定管理者は、あらかじめ市長の承認を得て定めた基準により、利用料の

減免又は一部若しくは全部の還付を行うことができる。 

４ 第１項の利用料は、指定管理者の収入とする。 

 附則の次に別表として次の２表を加える。 



別表第１（第２条関係） 

名称 位置 

豊明市老人福祉センター 豊明市西川町笹原２６番地１ 

陶芸会館 豊明市西川町笹原２６番地２ 

 



別表第２（第９条関係） 

【貸室使用料】 

料金は利用団体ごとに支払うものとする。単価は１時間当たりとする。 

部 屋 

９：００～１７：００ １７：００～２１：００ 

高齢者団体

以外 
高齢者団体 全ての団体 

集会室 400円 

無料 

400円 

相談室 200円 200円 

娯楽室＋和室 500円 500円 

らくらす室 200円 200円 

きずな室 200円 200円 

陶芸会館 700円 700円 

備考：高齢者団体とは「老人福祉センター等を使用しようとする市内在住 

の６０歳以上の高齢者の団体」とする。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （準備行為） 

第２条 改正後の条例の規定に基づく老人福祉センター及び陶芸会館の利用の 

許可その他の準備行為は、この条例の施行の日前においても行うことができ

る。 



議案第７０号  

 
豊明市都市公園条例の一部改正について 

豊明市都市公園条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。  

 
令和５年８月２９日提出  

 
豊明市長  小 浮 正 典      

 
説 明  

この案を提出するのは、有料公園施設の使用料の収受に関する業務を指定管

理者が行う業務の範囲に追加するため必要があるからである。  

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 



豊明市都市公園条例の一部を改正する条例 

 

豊明市都市公園条例（平成２４年豊明市条例第３９号）の一部を次のように

改正する。 

第２３条第３号中「前２号」を「前３号」に改め、同号を同条第４号とし、

同条第２号の次に次の１号を加える。 

（３） 有料公園施設の使用料の収受に関する業務 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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